
第34号議案 

  

 

令和６年度滋賀県一般会計補正予算（第４号）のうち教育委員会所管 

の予算案に関する知事への意見に係る臨時代理の承認について 

 

 次のとおり臨時に代理した令和６年度滋賀県一般会計補正予算（第４号）の

うち教育委員会所管の予算案に関する知事への意見については、これを承認す

る。 

 

 令和６年10月21日 

 

滋賀県教育委員会  

 

 

 

 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第29条の

規定に基づき、令和６年度滋賀県一般会計補正予算（第４号）のうち教育委員

会所管の予算案について、知事から意見を求められたので、次のとおり意見を

提出することについて、滋賀県教育委員会の権限に属する事務の一部を教育長

に委任する規則（昭和63年滋賀県教育委員会規則第４号）第４条の規定に基づ

き、臨時に代理する。 

 

 令和６年９月20日 

 

滋賀県教育委員会教育長 福永 忠克  

 

 

 

 

令和６年度滋賀県一般会計補正予算（第４号）のうち教育委員会所管 

の予算案に関する知事への意見について  

 

 格別の意見はない。 
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※設計監理費を除いた額↓ （単位：千円）

区分

Ａ 経費内訳 使用料

課名 補正予算額 職員給与費 行政経費 手数料

2,100,782 2,100,782

教 育 総 務 課 20,000 20,000 20,000 8,505,185 8,525,185

113,127,926 113,127,926

教 職 員 課 638,166 638,166

22,547 22,547

（健康福利室） 195,160 195,160

39,632 39,632

高 校 教 育 課 557,271 557,271

277,715 277,715

(総合教育センター) 70,122 70,122

283,013 283,013

幼 小 中 教 育 課 142,889 142,889

(びわ湖フローティ 127,453 127,453

ングスクール) 339,021 339,021

40,189 40,189

特別支援教育課 744 744 744 936,229 936,973

7,373 7,373

人 権 教 育 課 50,383 50,383

4,723 4,723

生 涯 学 習 課 71,569 71,569

235,331 235,331

( 図 書 館 ) 146,456 146,456

18,957 18,957

保 健 体 育 課 373,547 373,547

20,744 20,744 20,744 128,311,639 128,332,383

注: 上段は、職員給与費 職 員 給 与 費 116,285,641 116,285,641

下段は、行政経費 行 政 経 費 12,025,998 12,046,742

令和６年度　９月補正予算案　総括表

補正予算額 左の財源内訳
Ｂ

現計予算額
Ａ＋Ｂ
合計

経費
内訳

国庫支出金 財産収入 寄附金 繰入金 諸収入 県債 一般財源

合計

令 和 ６ 年 （ 2 0 2 4 年 ） 1 0 月 2 1 日
1 0 月 定 例 教 育 委 員 会
第 号 議 案 関 係 資 料
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単位：千円 

 事   業   名 補正予算額 

(補正前の額) 

 説                明 

 

【教育総務課】 

 

特別支援学校建設費 

 

 

 

 

         20,000 

       (473,673) 

 

 

㊀     20,000 

 

 

 

 

１ 県立特別支援学校教育環境整備事業          20,000 

 

知肢併置特別支援学校の大規模化に伴う課題解消のため、

学校の分離新設に向けて調査等を行う。 

 

     0  →  20,000 

 

 

 

 

[債務負担行為]  

期 間：令和７年度 

限度額：15,000 

内 容：新設する特別支援学校の候補地の選定に伴い、用地 

測量等を行う。 

 

 

 

 

 

【特別支援教育課】 

 

特別支援学校教育

振興費 

 

 

 

 

 

            744 

       (825,241) 

 

 

  ㊀        744 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 県立特別支援学校教育環境整備事業                744 

 

知肢併置特別支援学校の大規模化に伴う課題解消のため、

学校の分離新設に向けて調査等を行う。 

 

1,525 → 2,269 

 

新設する特別支援学校の候補地の選定に伴う、地権者、地元 

説明会等の開催による増額 

 

 

 

 

- 3 -


